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財務諸表 成 19 10 月に総務省より 表された 新地方 会計制度研究会

示した 総務省改訂モ ル により作成し います  

  



 

 

幡浜市 減価償却費や退職手当引当金等 非現金支出を含 た資産 債 状

況や 1 間 行政活動 コス を明 た 成 26 度 普通会計

決算 貸借対照表 行政コス 計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

務 4表を作成 ま た  

こ 成 18 6 月 成立 た 簡素 効率的 政府を実現 た 行政改革

推進 関 法律 を契機 地方 資産 債務改革 一環 新地方 会計制

度 整備 位置付け たこ 地方 共団体 成 19 10月 総務省

表さ た 新地方 会計制度研究会 示 た 基準モ ル 又 総務省改訂モ

ル 沿 た発生主義 複式簿記 考え方を導入 地方 共団体単体及び関連団体

土地開発 社等 連結ベ ス 4 務諸表 務 4表 を整備 こ

た  

幡浜市 普通会計 務 4表 ま そ ２ モ ル うち 総務省改訂

モ ル 基 作成 いま  
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 普通会計 務諸表 

。1) 普通会計  

普通会計 個々 自治体 会計 範囲 異 い 等 政比較や統一

的 掌握 困難 地方 政統計 統一的 用い 区分  

 幡浜市  普通会計 ＝ 一般会計  

 

。「) 貸借対照表 

概要  

貸借対照表 自治体 住民サ ビス 提供 保 い 産 資産

資産 う 源 債 純資産 賄 総括的 対照表示

一覧表  

資産 い 自治体 住民サ ビス 提供 使用 見込

使う資産 あ インフ 資産 道路等 施設 形固定資産 あ

将来自治体 資金流入 売 資産 回収 資産 あ 税

金 収金や売却資産等 含  

債 い 将来支払義務 履行 自治体 資金流出

主 目 地方債 あ  

純資産 資産 債 差額 純資産 計 主 目 補助

金や一般 源 あ  

 

普通会計貸借対照表  

借   方 貸   方 

 

資産合計 

  億 万 千  

対前 比 △ 億 万 千  

債合計 

     億 万 千  

対前 比 △ 億 万 千  

純資産合計 

     億 万 千  

対前 比 △ 億 万 千  

 

資産 増減 い 主 訳 

○ 共資産 △ 億 万 千  

形固定資産 減価償却  

○ 投資等 △ 億 万 千  

貸付金 △ 万 千 長期延滞債権 △ 万 千  

○ 流動資産 億 万 千  

現金預金 億 万 千 収金 万 千  

 

債 増減 い 主 訳 
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○ 固定 債 △ 億 万 千  

  地方債 億 万 千  

退職手当引当金 △ 億 万  

○ 流動 債 1 億 万  

  翌 度支払予定退職手当 億 万  

 

純資産 い 主 訳 民間企業 いう資 あ 容 大

違い 資産形成 源 う 将来返済 必要 い 表 い  

○ 共資産等整備国県補助金等 億 万 千  

  資産 得 源 う 国 県 補助 部分  

○ 共資産等整備一般 源等 億 万  

  資産 得 源 う 国 県補助金等 建設地方債 除い 部分  

○ 他一般 源等 △ 億 万 千  

共資産等以外 資産 共資産等整備 源以外 債 差 引い 額

あ 翌 度以降 自由 使用 源 幡浜市 場合マイナス

い 翌 度以降 使途 拘束 い いう

具体的 退職手当引当金や赤 地方債 資産形成 い 債 対

支出 対 備え 蓄え い い 表 い  

 

貸借対照表 市民 1 人あ 置 換え 次  

 

市民1人当 貸借対照表 単位 千

成「【 度 成「5 度 増減

資産 「,「重1 「,「】0 「1 

共資産 「,05」 「,0」】 1【 

投資等 1「】 1「重 △「 

流動資産 111 104 】 

債 【】1 【【」 8 

固定 債 5重5 5重「 」 

流動 債 】【 】1 5 

純資産 1,【1重 1,【0】 1「 

う 一般 源 △「14 △「14 0 

 

 

貸借対照表 見 務分析  

 社会資 形成 世代間 担比率 

共資産残高 対 純資産 割合 現 共資産 う 世代

担 賄わ 示 純資産比率 高 世代

担 税金等 形成 資産 将来 わ サ ビス 将

来世代 担 少 い いえ  
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共資産残高 対 地方債残高 割合 高 高いほ 現在使用 資産 将

来納付 税金等 形成 い 将来世代 担 大 い い

え  

 現世代 担比率＝純資産合計平 共資産合計 

      ％＝ 千 平 千  

 将来世代 担比率＝地方債残高平 共資産合計 

      ％＝ 千 平 千  

 

 均的 値 現世代 担比率 50％ 重0％ 間 将来世代 担比率 15％

40％ 間 比率 過疎化 進 い 団体 い 将来世

代 担比率 高い比率 傾向 あ  

幡浜市 均的 比率 あ いえ  

 

 歳入額対資産比率 

貸借対照表 資産合計 社会資 形成 固定資産や積 立

基金 資産 総額 表 い 資産合計 歳入合計 何 分

相当 表 歳入額対資産比率 言い 社会資 整備 度合い 示 指

標 いえ 比率 高いほ ストック 社会資 整備 進 い い

え  

 

    歳入額対資産比率＝資産合計平資金収支計算書 収入合計 

         ＝ 千 平 千  

 

歳入額対資産比率 均的 値 」.0 】.0 間  

幡浜市 あ 均的 比率 あ いえ  

 

 形固定資産 行政目的別割合 

形固定資産 行政目的別残高 割合 見 資産形成 点分

把握  

形固定資産 行政目的別割合

金額 構成比 金額 構成比

生活インフ 国土保全 」1,0重8,「「重 41.】％ 」1,重「5,451 4「.」％

教育 「0,0」8,8】0 「【.8％ 1重,】4「,5【「 「【.「％

福祉 「,「4」,【「「 」.0％ 「,」」1,8】5 」.1％

環境衛生 4,4「8,「」8 5.重％ 4,「04,】15 5.【％

産業振興 10,重5「,408 14.】％ 11,1【】,【0】 14.8％

消防 50重,」01 0.】％ 5」「,】」「 0.】％

総務 5,」5「,0「5 】.「％ 5,484,」80 】.」％

形固定資産合計 】4,【「「,【重」 100.0％ 】5,」8重,」「「 100.0％

単位 千

目
成「【 度 成「5 度
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 資産老朽化比率 

得価格 対 減価償却累計額 割合 計算 耐用 数 比 償

却資産 得 程度経過 い 把握  

 

  資産老朽化比率＝減価償却累計額平 形固定資産合計 土地 減価償却累計額  

資産老朽化比率 単位 千

目 形固定資産 左 う 土地 減価償却累計額 資産老朽化比率

生活インフ 国土保全 」1,0重8,「「重 】,188,101 「8,」」【,5」「 54.「％

教育 「0,0」8,8】0 「,「0】,50】 1」,」50,【4【 4「.8％

福祉 「,「4」,【「「 1,058,【重「 」,458,」【【 】4.5％

環境衛生 4,4「8,「」8 51】,【重5 8,08」,【「【 【】.4％

産業振興 10,重5「,408 【「0,40」 10,888,8「1 51.」％

消防 50重,」01 18「,】08 1,「「8,】重【 】重.0％

総務 5,」5「,0「5 】】4,88【 4,】重】,「」【 51.「％

形固定資産合計 】4,【「「,【重」 1「,54重,重重「 】0,144,0「」 5」.1％

 全体 資産老朽化比率 均的 値 」5％ 50％ 間 比率  

幡浜市 記 福祉 環境衛生 消防 い 老朽化比率 高

他 い 教育以外 均的 値 回 老朽化 進 あ 言

え  

 

 。」) 行政コスト計算書 

概要  

行政コスト計算書 4 1 日 翌 」 」1 日 1 間 行政活動 う 福

祉活動や 収集 い 資産形成 結び い行政サ ビス 係 経費

行政サ ビス 直接 対価 使用料 手数料 分担金 担金 寄付金 得

源 対比 せ 務書類  

行政コスト計算書 簡略化 性質別 目的別 前 度 比較 次

 

行政コスト計算書 性質別 単位 千

成「【 度 成「5 度 増減

人 コスト 人件費等 「,88」,81【 「,【」5,51】 「48,「重重 

物 コスト 物件費等 【,018,【」重 5,重【「,5【」 5【,0】【 

移転支出的コスト 補助費等 重,「「重,1】「 8,【【」,】」0 5【5,44「 

他 コスト 支払利息等 「】「,」「【 」」5,11】 △【「,】重1 

経常行政コスト合計 18,40」,重5」 1】,5重【,重「】 80】,0「【 

経常収益合計 1,181,8重5 1,0【重,」00 11「,5重5 

差引 1】,「「「,058 1【,5「】,【「】 【重4,4」1 

市民1人あ 行政コスト 50【 4】5 」1 

益者 担比率 平 ×100 【.4％ 【.1％ 0.」  
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行政コスト計算書 目的別 単位 千

金額
益者 担
比率

金額
益者 担
比率

生活インフ 国土保全 「,【重「,「】【 」.【％ 「,」」5,0「【 5.4％

教育 1,858,「】0 1.5％ 1,8「8,」51 1.4％

福祉 5,8】「,8】重 4.1％ 5,【」8,4「4 4.【％

環境衛生 」,「54,808 1「.】％ 「,【】」,重44 重.】％

産業振興 1,【45,「】】 0.8％ 1,8重0,011 0.】％

消防 重5」,1】「 0.0％ 85「,408 0.1％

総務 1,【重】,重「1 5.】％ 1,88」,555 「.「％

議会 15】,01」 0.0％ 1【0,080 0.0％

成「5 度成「【 度

 
 

行政コスト計算書 見 務分析  

 益者 担割合 

行政コスト計算書 経常収益 いわゆ 益者 担 金額 あ 経常

収益 行政コスト 対 割合 算定 益者 担割合 算定

 

 

    益者 担割合＝経常収益平経常行政コスト 

       ％＝ 千 平 千  

 

益者 担比率 均的 値 「％ 8％ 間 比率  

幡浜市 【.重％ あ 均的 値 あ いえ  

 

 行政コスト対 共資産比率 

  行政コスト 共資産 対 比率 見 資産 活用

コスト い わ  

 行政コスト対 共資産比率＝経常行政コスト平 共資産 

        ％＝ 千 平 千  

    注 共資産 貸借対照表 数値 使用 い  

 行政コスト対 共資産比率 均的 値 10％ 」0％ 間 比率  

 

 行政コスト対税収等比率 

純経常行政コスト 対 一般 源等 比率 見 当 度 行 わ

行政サ ビス コスト 益者 担分 除い 純経常コスト 対 当

度 担 賄わ わ  

比率 100％ 回 い 場合 翌 度以降へ引 継 資産 蓄積 あ

い 翌 度以降へ引 継 担 軽減 表 逆 比率 100％

回 い 場合 過去 蓄積 資産 崩 あ い 翌 度へ引

継 担 増加 表 い  
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    行政コスト対税収等比率 

       ＝純経常行政コスト平 一般 源 補助金等 入  

    ％＝ 千 平 千  

                      千  

注 純経常行政コスト 行政コスト計算書 一般 源 及び 補助金

入 純資産変動計算書 数値 使用 い  

行政コスト対税収等比率 均的 値 重0％ 110％ 間 比率  

 

。4) 純資産変動計算書 

概要  

純資産変動計算書 貸借対照表 純資産 部 計 い 各数値 1 間

う 変動 表 い 計算書  

純資産 部 今 世代 担 部分 1 間 今 世代

担 部分 増え 減 わ   

 

純資産変動計算書 容  

 純経常行政コスト 源 

純経常行政コスト 金額 対 一般 源及び経常的 補助金等 入 金額 程

度あ 見 純経常行政コスト 益者 担以外 経常的 源

程度賄わ い わ  

幡浜市 純経常行政コスト 億 万 千 対 地方税

経常的 一般 源 億 万 経常的 コスト 対 補助金 億

万 千 あ 一般 源等 加味 億 万 コスト超

過 あ わ 純経常行政コスト 含 い 減価償却額

幡浜市 実質的 担 い い補助金等 源 部分 億 万 含

い 考慮 億 万 コスト超過  

 

 臨時損益 

幡浜市 災害復旧事業費 万 千 ほ 共資産 売却 伴う利

益 万 千 投資損失 万 千 臨時的 損益 発生 い

わ  

 

 科目振替 

記 記載 事 主 純資産 変動要因 資 的 収入及び

支出 伴う純資産 部 振替 発生  

具体的 う あ  

 

○ 共資産整備へ 源投入 貸付金 出資金等へ 源投入 

源 拘束 い 一般 源 共資産や貸付金 出資金



 - 7 -

源 使用 資 的支出 共資産等整備一般 源等 拘

束 表 い  

幡浜市 億 万 千 一般 源 共資産整備 億 万

千 一般 源 貸付金 出資金 投 わ  

 

○ 共資産処分 源増 貸付金 出資金等 回収等 源増 

共資産等 源 拘束 い 源 共資産 処分や貸付金

出資金等 回収 使途 自由 一般 源 回収 資 的収入 表

い  

幡浜市 共資産 処分 あ せ 貸付金出資金等 回収等     

億 万 千 一般 源 回収 わ  

 

○ 減価償却 源増 

共資産等 源 拘束 い 源 共資産 減価償却 価値

減少 伴い一般 源 回収 表 い  

幡浜市 億 万 千 減価償却費 う 国県補助金等 源

部分 億 万 一般 源等 源 部分 億 万 千

共資産等整備国県補助金等及び 共資産等整備一般 源等 他一般 源等

へ 振 替え い  

 

○ 地方債償還 伴う 源振替 

 共資産等整備 源 発行 地方債 償還 共資産等整

備 源 う 地方債 賄わ い 部分 一般 源 置 換わ

 

幡浜市 社会資 整備 源 発行 い 地方債 億 万 千

一般 源 償還 共資産等整備一般 源等 拘束 い

表 い  

 

 資産評価 伴う増減 

売却 能資産 時価評価 伴い 評価 増減額 生 価値 あ 資

産 無償 贈 贈益 発生 場合 あ 潜在的 一

般 源 増減 せ 資産評価差額 増減 計  

 

純資産変動 結果 幡浜市 全体 億 万 千 純資産

減少 あ 共資産等 投 国庫補助金等 億 万 一

般 源等 億 万 減少 非拘束的 一般 源 億 万

千 増加 い わ  

 

。5) 資金収支計算書 



 - 8 -

概要  

資金収支計算書 歳計現金 ＝資金 出入 情報 経常的収支 部 共

資産整備収支 部 及び 投資 務的収支 部 異 区分 分 表示

務書類  

経常的収支 部 人件費や物件費 支出 税収や手数料 収入 計

日常 行政活動 資金収支 状況 表示 い  

次 共資産整備収支 部 共資産 整備 支出 源 あ 補

助金 借入金 収入 計 いわゆ 共事業 伴う資金 使途

源 状況 表示  

最後 投資 務的収支 部 出資 貸付 基金 積 立 借金 返済

支出 源 あ 補助金 借金 貸付金元金 回収 収入 計

投資活動や借金 返済 務活動 資金 出入 状況 表示  

 

資金収支計算書 見 務分析  

  経常的収支 部 訳 

 支出 金額 大 い 人件費 億 万 千 物件費 億

万 千 社会保 給付費 億 万 千 合計

億 万 千 経常的 支出 あ わ  

 一方 収入 金額 大 い 位 地方交付税 億 万 千 地方

税 億 万 千 国県補助金等 億 万 千

国等 依 い わ 経常的収入 合計 億 万

千 あ 経常的収支額 億 万 千 共資産整備や地方債償還

充当  

 

  共資産整備収支 部 訳 

 支出 大部分 自団体 行 う 共資産整備 係 支出 あ 億

万 千 計 い 合計 億 万 共資産整備

支出 い わ  

 一方 収入 国県補助金等 億 万 千 地方債発行額 億

万 計 収入合計額 億 万 千 い

 

 結果 共資産整備収支 額 億 万 千 赤 い

経常的収支 わ 一般 源 賄わ  

 

  投資 務的収支 部 訳 

支出 地方債償還額 億 万 千 ほ 他会計等へ 債費充当

源繰 出 支出 億 万 千 計 隠 借金返済 あ

わ 他 基金積立金 億 万 千 あ 支出合計

億 万 千 い  
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一方 収入 貸付金回収額 億 万 千 共資産等売却収入

万 千 計 収入合計 億 万 い  

結果 投資 務的収支額 億 万 千 赤 い

経常的収支 わ 一般 源 賄わ  

 

幡浜市 成 度 間 万 千 歳計現金

減少 期 歳計現金残高 億 万 千 い  

  

 地方債 償還 能 数 

自治体 抱え い 地方債 経常的 確保 資金 返済 場合 何 返済

表 指標 借金 多寡や債務返済能力 測 指標  

 

    地方債 償還 能 数 

      ＝地方債残高平経常的収支額 地方債発行額及び基金 崩額 除  

     ＝ 千 平 千  

             千 千  

 

地方債 償還 能 数 均的 値 」 重 間 数  

幡浜市 均的 値 あ いえ  

 

 プ イマ バ ンス 基礎的 政収支  

資金収支計算書 注記 い プ イマ バ ンス 歳入総額 繰越金 除

地方債発行額及び 政調整基金等 崩額 除い 歳出総額 地方

債元利償還額及び 政調整基金等 積立額 除い 差 引い 算出  

ゼロあ い プ ス あ 行政サ ビス 行う 支出 現在 税収

等 賄え 意味  

幡浜市 プ イマ バ ンス 基礎的 政収支 億 万

 

 

注記  

  一時借入金 関 情報 

幡浜市 一時借入金 借入限度額 億 最大 億 一時借入

行 わ 能性 あ 実 一時借入金 利子支払額 万 千

あ 一時借入金 政 担 ほ 発生 い い いえ  

 

  人口 い  

人口 1 人当 数値 算出 使用 人口 成 「【 度 」【,」8【 人 成 「】 」

」1 日 住民基 帳人口 成 「5 度 」】,04【 人 成 「【 」 」1 日 住民基

帳人口  



単位：千

[資産 部が [ 債 部が

公共資産 固定 債

。1) 形固定資産 。1) 地方債 19,518,223

生活インフラ 国土保全 31,098,229 。2) 長期未払金

教育 20,038,8】0 物件 購入等

福祉 2,243,【22 債務保証又 損失補償

環境衛生 4,428,238 そ 他

産業振興 10,952,408 長期未払金計 0

消防 509,301 。3) 退職手当引当金 2,130,】58

総務 5,352,025 。4) 損失補償等引当金 0

形固定資産計 】4,【22,【93 固定 債合計 21,【48,981

。2) 売却可能資産 【0,438

公共資産合計 】4,【83,131 流動 債

。1) 翌 度償還予定地方債 2,132,398

投資等 。2) 短期借入金 翌 度繰 充用金 0

。1) 投資及び出資金 。3) 未払金 0

投資及び出資金 1,3【】,【30 。4) 翌 度支払予定退職手当 498,】3】

投資損失引当金 △ 19,838 。5) 賞 引当金 145,【4【

投資及び出資金計 1,34】,】92 流動 債合計 2,】】【,】81

。2) 貸付金 421,29】

。3) 基金等 債 合 計 24,425,】【2

退職手当目的基金 0

そ 他特定目的基金 2,388,【01

土地開発基金 239,3【4 [純資産 部が

そ 他定額運用基金 0 公共資産等整備国県補助金等 18,9【0,13】

退職手当組合積立金 0

基金等計 2,【2】,9【5 公共資産等整備一般 源等 4】,【99,【30

。4) 長期延滞債権 281,84】

。5) 回収 能見込額 △ 【9,490 そ 他一般 源等 △ 】,】99,308

投資等合計 4,【09,411

資産評価差額 【0,438

流動資産

。1) 現金預金 純  資  産  合  計 58,920,89】

政調整基金 2,889,022

減債基金 【【【,3】3

歳計現金 3】1,】【9

現金預金計 3,92】,1【4

。2) 未収金

地方税 43,】84

そ 他 94,853

回収 能見込額 △ 11,【84

未収金計 12【,953

流動資産合計 4,054,11】

資 産 合 計 83,34【,【59  債  純 資 産 合 計 83,34【,【59

※ 他団体及び民間 支出金 よ 形成さ た資産 生活インフラ 国土保全 千

教育 千

福祉 千

環境衛生 千

産業振興 千

消防 千

総務 千

計 千

支出金 充当さ た 源 国県補助金等 千

地方債 千

一般 源等 千

計 千

※ 債務 担行為 関す 情報 物件 購入等 千

債務保証又 損失補償 千

うち共同発行地方債 係 も 千

そ 他 千

※ 地方債残高 翌 度償還予定額を含む うち1】,840,189千 つい 償還時 地方交付税 算定 基礎 含ま こ 見込ま い も す

※ 普通会計 将来 担 関す 情報

普通会計 将来 担額 3】,340,381 千

[ 訳が 普通会計地方債残高 21,【50,【21 千 21,【50,【21 千

債務 担行為支出予定額 559,995 千 0 千 千

公営事業地方債 担見込額 12,252,033 千 千

一部事務組合等地方債 担見込額 235,【59 千 千

退職手当 担見込額 2,【29,495 千 2,【29,495 千

第 セクタ 等債務 担見込額 12,5】8 千 0 千 千

連結実質赤字額 0 千

一部事務組合等実質赤字 担額 0 千

基金等将来 担軽減資産 30,831,39】 千

[ 訳が 地方債償還額等充当基金残高 4,】55,120 千

地方債償還額等充当歳入見込額 2,55【,34【 千

地方債償還額等充当交付税見込額 23,519,931 千

。差引)普通会計 将来 担す 実質的 債 【,508,984 千

※ 形固定資産 うち 土地 12,549,992千 す また 形固定資産 減価償却累計額 】0,144,023千 す

。翌 度償還予定)
地方債 。長期)未払

金 引当金

契約債務
偶発債務

559,995

12,252,033

235,【59

12,5】8

12,833,913

495,904

0

0

2,】80,2】】

項目 金額

[ 訳が

債計 注記

0

1,24【,950

12,833,913

2,【12,823

1,】【8,125

8,452,9【5

0

2,【41,553

19,15【

251,120

1【【,834

8,508,300

貸借対照表
。 成2】 3 31日現在)

借 方 貸 方

0

0

-  -



行政コスト計算書
自　 成 月  日

至　 成 月 日

　 経常行政コスト 単位：千円

総　　額 構成比率
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収 能
見込計上額

その他

人件費 %

退職手当引当金繰入等 %

賞 引当金繰入額 %

小　　計 %

物件費 %

維持補修費 %

減価償却費 %

小　　計 %

社会保障給付 %

補助金等 %

他会計等への支出額 %

他団体への
　　　公共資産整備補助金等

%

小　　計 %

支払利息 %

回収 能見込計上額 %

その他行政コスト %

小　　計 %

　構　成　比　率　 % % % % % % % % % % %

　 経常収益
一般 源
振替額

使 用 料 ・ 手 数 料

分担金・ 担金・寄附金

／ % % % % % % % % % % %

△ 

経 常 行 政 コ ス ト

経 常 収 益 合 計
＋

差引 純経常行政コスト －

  



単位：千円

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 △ 

純経常行政コスト △ △ 

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費 △ △ 

公共資産除売却損益

投資損失 △ △ 

損失補償等引当金繰入等

科目振替

公共資産整備への財源投入 △ 

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入 △ 

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 

減価償却による財源増 △ △ 

地方債償還等に伴う財源振替 △ 

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高 △ 

純資産変動計算書
自　 成 月  日

至　 成 月 日

  



単位：千円

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等へ 事務費等充当 源繰出支出

そ 他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料 手数料

分担金 担金 寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

そ 他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等へ 建設費充当 源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

そ 他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金へ 繰出支出

他会計等へ 公債費充当 源繰出支出

地方債償還額

長期 払金支払支出

そ 他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

そ 他収入

収 入 合 計

投 資 務 的 収 支 額

翌 度繰上充用金増減額

当 度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期 歳計現金残高

※  一時借入金に関す 情報

資金収支計算書に 一時借入金 増減 含ま いません

成 度におけ 一時借入金 借入限度額 千円 す

支払利息 うち 一時借入金利子 千円 す

※  基礎的 政収支 プ イマ バ ンス に関す 情報

収入総額 千円

地方債発行額 △

政調整基金等取崩額 △

支出総額 △

地方債元利償還額

政調整基金等積立額

基礎的 政収支 千円

△ 

△ 

△ 

投 資 務 的 収 支 部

公 共 資 産 整 備 収 支 部

資金収支計算書
自 成 月  日

至 成 月 日

経 常 的 収 支 部
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貸借対照表 自治体 住民サ ビスを提供す た 保 し い 産 

資産 そ 資産を う 源 債 純資産 賄 た を 

総括的 対照表示した一覧表 す  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表 純資産 部 計上さ い

各数値 1 間 う 変動した を

表し い 計算書 す  

 

 

 

新地方 会計制度 概要 

幡浜市 モ ル 

資産 8」,」46,659 千  
訳  

共資産 74,68」,1」1 千  

  路 学校 庁舎等 

 

 投資等   4,609,411 千  

  基金 出資金等 

 

 流動資産  4,054,117 千  

  現金 収金 基金等 

 うち歳計現金 」71,769 千  

債 「4,4「5,76「 千  
 

借入金 職員 退職金等 

対前 度比△1」5,456 千  

純資産 58,9「0,897 千  
 

将来返済 必要 無い正味

資産 

対前 度比△605,169 千  

 

 

資金収支計算書 歳計現金 ＝資金

出入 情報を 経常的収支 部 共

資産整備収支 部 及び 投資 務的収

支 部 異 区分 分け 表示

した 務書類 す 

 

 

 

 

 

 

1 間 行政活動 うち 福祉活動

資産形成 結び い行

政サ ビス 係 経費 そ 行政

サ ビス 直接 対価 使用料

手数料 分担金 担金 寄付金

し 得 た 源を対比させた

務書類 す  

 

計 8」,」46,659 千  計 8」,」46,659 千  

資金収支計算書 

期 。「6 度 )資金残高 」71,769 千   

貸借対照表 

純資産変動計算書 

期首。「5 度 )純資産残高 59,5「6,066 千   

当期変動高  △605,169 千  
訳  

純経常行政コス  △17,「「「,058 千  

源 調      16,616,889 千  
そ 他            0 千  

期 。「6 度 )純資産残高 58,9「0,897 千  

行政コス 計算

経常行政コス 。A) 
           18,40」,95」 千  

訳  

人 コス    「,88」,816 千  
 職員給与 退職手当等 
 

物 コス    6,018,6」9 千  
 物品購入 光熱水費等 
 

移転支出的 コス  9,「「9,17「 千  
 児童手当や生活保護  
社会保障給付 各種団体へ  

補助金 繰出し金等 
 

そ 他 コス        「7「,」「6 千  

 地方債 利子     

経常収益。B) 1,181,895 千  
行政サ ビス 利用 市民 方 直

接 担す 使用料や手数料等 す  

純経常行政コス 。A－B) 
             17,「「「,058 千  
経常行政コス 経常収益を差し

引いた純粋 行政コス す  

成 ６ 度 幡浜市 務書類 表 
普通会計 務書類 4表  

○市民 1人当た 資産  「,「91 千 前 度比 △「1千  

○市民 1人当た 債   671 千 前 度比   +8 千  

○市民 1人当た へ 行政サ ビス提供 506 千  

○次 度へ繰越した 源  」71,769 千  

幡浜市 減価償却や退職手当引当金等 非現金支出を含 た資産 債 状

況や 1 間 行政活動 コス を明 す た 成 ６ 度 普通会

計 決算 貸借対照表 行政コス 計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

務 4表を作成しました  

地方 資産 債務改革 一環 し 新地方 会計制度 整備 位置付け た

こ 地方 共団体 成 19 10 総務省 表さ た 新地方 会

計制度研究会 示した 基準モ ル 又 総務省改訂モ ル 沿 た発生主義

複式簿記 考え方を導入し 地方 共団体単体及び関連団体 土地開発 社等 連

結ベ ス 4 務諸表 務 4表 を整備す こ た す  

幡浜市 まし 総務省改訂モ ル を採用し います  

期首。「5 度 )資金残高 461,748 千   

当期収支 △89,979 千  

訳  

経常的収支   ＋」,454,9「6 千  

共資産整備収支 △597,64」 千  

投資 務的収支 △「,947,「6「 千  


